
議案第１５６号

　　　令和７年度川崎市下水道事業会計の利益処分及び決算認定について

　　　　　　　　　　　令和 ８ 年 ８ 月 ３１ 日提出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

  　　　　　　　　　　　　　　　川崎市長　福　田　紀　彦

令和７年度川崎市下水道事業会計に係る利益を処分したいので、地方公営

企業法第３２条第２項の規定により議決を求めるとともに、令和７年度川崎

市下水道事業会計決算について、同法第３０条第４項の規定により、別紙監査

委員の意見を付して認定を求める。



   令 和 ７ 年 度 川 崎 市   　下 水 道 事 業 決 算 報 告 書

（１）収益的収入及び支出

  収   入

第１款 △

第１項 営 業 収 益 △

第２項 営 業 外 収 益

第３項 特 別 利 益

　※１　うち仮受消費税及び地方消費税　　2,209,479,680円

　※２　うち仮受消費税及び地方消費税　 　　 9,998,048円

　※３　うち仮受消費税及び地方消費税   　   3,381,125円

  支   出

地方公営

企業法第

24条第3

項の規定

に よ る

支 出 額

円 円 円 円 円

第１款 43,653,525,000 0 0 43,653,525,000 43,653,525,000 1,776,662,683

第１項 営 業 費 用 41,398,725,000 0 0 41,398,725,000 41,398,725,000 1,514,583,474 ※１、４

第２項 営 業 外 費 用 2,224,800,000 0 0 2,224,800,000 2,224,800,000 239,134,406 ※２

第３項 特 別 損 失 10,000,000 0 0 10,000,000 10,000,000 2,944,803 ※３、５

第４項 予 備 費 20,000,000 0 0 20,000,000 20,000,000 20,000,000

　※１　うち仮払消費税及び地方消費税    1,097,675,068円

  ※２　うち仮払消費税及び地方消費税　 　   4,406,130円

  ※３　うち仮払消費税及び地方消費税　 　     571,896円

  ※４　地方公営企業法施行令第１８条第５項ただし書の規定による超過支出　202,048,601円

　※５　地方公営企業法施行令第１８条第５項ただし書の規定による超過支出　        809円

区         分 

区         分 

※２

※３

備     考

※１

下 水 道 事 業 収 益

下 水 道 事 業 費 用 0

0

0

0

0

0

0

円

0

0

0

円 円

39,884,141,526

1,985,665,594

0

備
 
 
考

地方公営

円

0

に よ る

0

00

0

繰 越 額

不  用  額

円

繰 越 額

7,055,197

41,876,862,317

                             予                   算                   額

予備費支出額 合     計小   計

36,783,953,000

0

0

企業法第

26条第2

49,873,384

147,378,438

決  算  額 項の規定

地方公営

企業法第

26条第2
流用増減額

項の規定

に よ る

当初予算額

円

出額に係る財源充当額

第3項の規定による支

0

円

0

0

補正予算額当初予算額

36,226,229,216

360,471,962

557,723,784

合     計

8,353,720,000

507,400,000

8,403,593,384

654,778,438

予算額に比べ

決算額の増減

円

決  算  額

円

45,284,601,0380

円

                             予                   算                   額

円

45,645,073,000

補正予算額

507,400,000

8,353,720,000

36,783,953,000

45,645,073,000

地方公営企業法第24条

0

0

0

0

円

0

0

0



（２）資本的収入及び支出

  　収   入

地 方 公 営 企 業

法 第 26 条 の

規 定 に よ る 繰 越 額 に 係 る

繰 越 額 に 係 る

財 源 充 当 額

円 円 円 円 円 円

  

  第１項 26,687,000,000 0 26,687,000,000 34,137,000,000 28,536,000,000 △ 5,601,000,000

（1）翌年度へ繰下発

  第２項 72,076,000 0 72,076,000 72,076,000 78,701,840 6,625,840

（2）不用額

  第３項 6,000,000,000 0 6,000,000,000 8,700,062,000 5,922,938,000 △ 2,777,124,000

  第４項 47,410,000 0 47,410,000 47,410,000 58,803,000 11,393,000

  第５項

  第７項

  第８項 10,000 0 10,000 10,000 0 △ 10,000

  第９項 △

　※１　うち仮受消費税及び地方消費税  　      211,888円

  第６項 基 金 繰 入 金

410,000,000円

0

0

5,191,000,000円

※企業債収入減額内訳

  行する額

合    計

10,150,062,000

補正予算額 小      計

0

49,083,292,000

0

円

備    考

                                予                  算                  額

決  算  額

40,721,257,619

円

予算額に比べ

第１款

国 庫 補 助 金

継 続 費 逓 次

財 源 充 当 額

7,450,000,000

0

38,933,230,000

0

区       分

2,700,062,000

当初予算額

38,933,230,000
下 水 道 事 業

資 本 的 収 入

企 業 債

一般会計出資金

0

資 本 的 収 入

水 洗 便 所 等

貸 付 事 業 収 入

6,122,484,000 0

そ の 他
10,000 0

0 30,000 0 △

6,122,484,000

2,330,779

0 0

30,000

決算額の増減

8,362,034,381△

0

1,879,221

30,000 0 30,000 0

0 4,210,000

負 担 金 0

6,122,484,000 6,122,484,000

4,210,000 0 4,210,000 0

10,000 0 0 10,000 0 10,000

固 定 資 産

売 却 代 金

投 資 収 入 0 0

※１△



  　支   出

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

  

  第１項 22,000,000,000 0 0 0 22,000,000,000 10,203,118,300 0 32,203,118,300 23,679,966,684 7,276,000,000 0 7,276,000,000 1,247,151,616 ※１

  第４項 3,665,683,000 0 0 0 3,665,683,000 0 0 3,665,683,000 3,581,356,800 0 0 0 84,326,200

  第６項 10,000,000 0 0 0 10,000,000 0 0 10,000,000 0 0 0 0 10,000,000

　※１　うち仮払消費税及び地方消費税 　　　2,047,864,891円

た。

0 0 32,244,246,000 0 0 32,244,246,000

区       分

翌 年 度 繰 越 額

不  用  額

59,501,707,619 7,276,000,00058,418,755,000 10,203,118,300 0 68,621,873,300

補正予算額当初予算額

流
用
増
減
額

合     計

                                 予                    算                    額

決  算  額
合     計

地方公営企業法

第26条の規定に

よ る 繰 越 額

予備費

支出額

継続費

逓  次

繰越額

備考

  第３項

58,418,755,000

30,000

0

0

企 業 債

建設改良費

資 本 的 支 出
第１款

下 水 道 事 業
0

  第２項
償 還 金

32,244,246,000 0

0

小   計

00 0 30,000 0

32,240,384,135 0

30,000

3,861,865

継続費

逓  次

繰越額

地方公営企業法

第26条の規定に

よ る 繰 越 額

0 0 0 30,000

1,844,165,6817,276,000,0000

0

0 0

投 資

そ の 他 の
  第５項 498,796,000 0

水洗便所等

貸付事業費

資本的支出

過年度分損益勘定留保資金 2,246,957,349円並びに当年度分損益勘定留保資金 12,623,540,826円で補填し

　資本的収入額が資本的支出額に不足する額 18,780,450,000円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的 収支調整額 1,341,920,732円、繰越工事資金 4,000,000円、 減債積立金 2,564,031,093円、

予 備 費

0 0 0 0 498,796,0000 0 498,796,000 0 0 498,796,000



（単位  円）

１

（１） 22,009,867,190

（２） 11,826,611,839

（３） 84,059,205

（４） 40,273,625

（５） 55,937,677 34,016,749,536

２

（１） 2,001,547,519

（２） 1,670,802,159

（３） 6,040,405,072

（４） 155,754,518

（５） 78,868,105

（６） 110,078,152

（７） 6,956,222

（８） 1,980,901,246

（９） 1,592,275,685

（10） 24,029,616,334

（11） 1,011,307,445

（12） 107,954,001 38,786,466,458

4,769,716,922

３

（１） 115,845,925

（２） 417,944,084

（３） 7,512,818,145

（４） 183,701,935 8,230,310,089

プ ー ル 事 業 収 益

令和７年度川崎市下水道事業損益計算書
（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

営 業 収 益

営 業 費 用

下 水 道 使 用 料

業 務 費

一 般 会 計 負 担 金

そ の 他 営 業 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

管 渠 費

受 託 事 業 収 益

一 般 会 計 補 助 金

総 係 費

減 価 償 却 費

ポ ン プ 場 費

普 及 促 進 費

営 業 損 失

受 託 事 業 費

雑 収 益

処 理 場 費

水 質 指 導 費

資 産 減 耗 費

受 取 利 息 及 び 配 当 金

貸 付 助 成 事 業 費

プ ー ル 事 業 費

営 業 外 収 益



４

（２） 245,406,505 2,210,960,245 6,019,349,844

1,249,632,922

５

（１） 51,288,750

（２） 809

（３） 600,107,754 651,397,313

６

（１） 809

（２） 6,475,429

（３） 7,063 6,483,301 644,914,012

1,894,546,934

2,564,031,093

4,458,578,027

1,965,553,740

支 払 利 息 及 び

経 常 利 益

そ の 他 特 別 利 益

当年度未処分利益剰余金

当 年 度 純 利 益

そ の 他 未 処 分
利 益 剰 余 金 変 動 額

特 別 利 益

特 別 損 失

長 期 前 受 金 戻 入

固 定 資 産 売 却 損

そ の 他 特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 益

雑 支 出

（１）
企 業 債 取 扱 諸 費

営 業 外 費 用

過 年 度 損 益 修 正 損



令和７年度川崎市下 水道事業剰余金計算書

（令和７年４月１日から 令和８年３月３１日まで）

（単位　円）

（注）この計算書における△表記は、減少、損失又は欠損を示すものである。

0 0 0受贈財産の受入れ 0 0 0 0 0

2,564,031,093 0 0

2,564,031,093 △ 2,564,031,093 0 0

0

減債積立金の取崩し 0 0 0 0 0

減債積立金の積立て 0 0 0 0 0

0資本金への組入れ 2,635,673,143 0 0 0 0

1,894,546,934

23,499,025,968 0 4,458,578,027 4,458,578,027 198,958,728,335

0 1,894,546,9341,894,546,934

0

△ 2,564,031,093 4,458,578,0270 0

0△ 2,635,673,1430 △ 5,199,704,236

23,499,025,968 2,564,031,093 0

0 △ 2,635,673,143 △ 2,635,673,143

2,564,031,093

1,973,248,774

78,701,840

196,985,479,561

0 2,564,031,093 △ 5,199,704,236 △ 2,635,673,143 0

0 5,199,704,236 5,199,704,236

資本金

資本剰余金
合計

その他
資本剰余金

受贈財産
評価額

33,030,221

剰余金

利益剰余金

利益剰余金
合計

0

0

5,107,040,020 18,358,955,727

資本剰余金

0

2,635,673,143

168,286,749,357 18,358,955,727

18,358,955,727

国庫補助金

0

5,107,040,020

2,635,673,143

当年度純利益

処分後残高

171,001,124,340

78,701,840

議会の議決による処分額

当年度変動額

0

当年度末残高

一般会計出資金の受入れ

資本合計

0

0

前年度処分額

前年度末残高 5,107,040,020

減債積立金
未処分利益

剰余金

23,499,025,968

78,701,840 0

196,985,479,561

0 0

2,564,031,093

1,894,546,934

△ 2,564,031,093

0

0

170,922,422,500

33,030,221

33,030,221

00

00

0

0

0

（繰越利益剰余金）

（当年度未処分利益剰余金）



（単位　円）

処分後残高

令和７年度川崎市下水道事業剰余金処分計算書

資本金 資本剰余金 未処分利益剰余金

△ 1,894,546,934

23,499,025,968171,001,124,340

減債積立金の積立て

4,458,578,027当年度末残高

171,001,124,340 2,564,031,093

議会の議決による処分額 0 0

23,499,025,968

0

△ 1,894,546,934

0

（繰越利益剰余金）



（単位  円）

資  産  の  部

１

（１）有形固定資産

ア 44,491,871,514

イ 52,736,851,939

△35,438,755,232 17,298,096,707

ウ 950,524,809,788

△505,945,163,087 444,579,646,701

エ 193,533,127,179

△130,692,226,025 62,840,901,154

オ 232,480,155

△209,219,234 23,260,921

933,403,038

△710,026,630 223,376,408

キ 566,355,220

△326,402,162 239,953,058

ク 47,395,090,426

617,092,196,889

（２）無形固定資産

ア 205,802

イ 1,174,240

ウ 5,681,100

エ 209,917,760

オ 5,345,221

カ 7,737,600

230,061,723

（３）投資その他の資産

ア 1,752,307

△1,752,307 0

工具器具及び備品

有形固定資産合計

無形固定資産仮勘定

ソ フ ト ウ ェ ア

破 産 更 生 債 権 等

地 上 権

施 設 利 用 権

土 地

建 物

建 設 仮 勘 定

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

機 械 及 び 装 置

令和７年度川崎市下水道事業貸借対照表
（令和８年３月３１日）

減 価 償 却 累 計 額

電 話 加 入 権

固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

無形固定資産合計

カ

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

リ ー ス 資 産

貸 倒 引 当 金



イ 11,317,561,800

628,639,820,412

２

（１） 18,223,377,675

（２） 11,341,045,997

△76,134,656 11,264,911,341

（３） 3,340,000

（４） 1,009,014,300

（５） 2,991,293

（６） 823,156

30,504,457,765

659,144,278,177

         負  債  の  部

３

（１）

ア

イ 28,600,000,000

233,889,856,369

（２） 193,481,046

（３）

ア 2,182,556,172

2,182,556,172

236,265,893,587

４

（１）

ア

イ 10,951,000,000

33,131,451,083

資 産 合 計
投 資 そ の 他 の

11,317,561,800

た め の 企 業 債

建 設 改 良 費 等 の

財 源 に 充 て る

建 設 改 良 費 等 の

財 源 に 充 て る

現 金 預 金

公 債 償 還 準 備 金

未 収 金

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

流 動 資 産

た め の 企 業 債

リ ー ス 債 務

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

引 当 金

205,289,856,369

企 業 債 合 計

22,180,451,083

そ の 他 の 企 業 債

貸 倒 引 当 金

前 払 金

企 業 債

企 業 債

流 動 負 債

企 業 債 合 計

その他流動資産

資 産 合 計

固 定 負 債

貯 蔵 品

固 定 負 債 合 計

そ の 他 の 企 業 債

未 収 収 益



（２） 121,089,200

（３） 21,193,120,339

（４） 80,633,415

（５） 162,369,308

（６） 557,280

（７）

ア 346,480,060

346,480,060

55,035,700,685

５

（１）

ア 91,836,945,150

△54,683,298,602 37,153,646,548

イ 1,257,138,124

△870,023,491 387,114,633

ウ 284,982,657,858

△155,021,484,189 129,961,173,669

エ 463,991,648

△406,223,999 57,767,649

オ 3,262,501,060

△1,969,590,458 1,292,910,602

カ 95,643,075

△64,300,606 31,342,469

168,883,955,570

168,883,955,570

460,185,549,842

         資  本  の  部

６ 171,001,124,340

７

（１）

ア 5,107,040,020

イ 18,358,955,727

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 担 金

その他長期前受金

受 贈 財 産 評 価 額

寄 附 金

収 益 化 累 計 額

剰 余 金

収 益 化 累 計 額

県 補 助 金

国 庫 補 助 金

収 益 化 累 計 額

国 庫 補 助 金

資 本 剰 余 金

未 払 金

資 本 金

負 債 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金 合 計

長 期 前 受 金

引 当 金 合 計

前 受 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

リ ー ス 債 務

賞 与 引 当 金

預 り 金

引 当 金

未 払 費 用



ウ 33,030,221

23,499,025,968

（２）

4,458,578,027

27,957,603,995

198,958,728,335

659,144,278,177

当 年 度 未 処 分

利 益 剰 余 金 4,458,578,027

利 益 剰 余 金

負 債 資 本 合 計

剰 余 金 合 計

ア

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

その他資本剰余金



注記 

 １ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

ア 貯蔵品 

 先入先出法による原価法によっている（貸借対照表価額は収益性の低下に基 

づく簿価切下げの方法により算定）。 

（２）固定資産の減価償却の方法 

   ア 有形固定資産（リース資産を除く。） 

（ア）減価償却の方法 

定額法による。 

（イ）主な耐用年数 

      建物        ８～５０年 

      構築物      １０～５０年 

      機械及び装置    ６～５０年 

      車両及び運搬具   ２～ ５年 

      工具器具及び備品  ２～２０年 

イ 無形固定資産（リース資産を除く。） 

（ア）減価償却の方法 

      定額法による。 

ウ リース資産 

（ア）所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

      自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。 

（イ）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

      リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。 

（３）引当金の計上方法 

ア 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率に 

 より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収 

不能見込額を計上している。 

イ 退職給付引当金 

 職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相 



 当する金額のうち、汚水処理費相当額を計上している。 

なお、一般会計が負担すると見込まれる雨水処理費相当額は 

５２５，３２９，８９８円である。 

ウ 賞与引当金 

 職員の期末・勤勉手当の支給及び期末・勤勉手当支給に係る法定福利費の支 

 払に備えるため、当年度末における支給（支払）見込額に基づき、当年度の負 

担に属する額を計上している。 

（４）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

ア 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。 

 なお、控除対象外消費税額は、当年度の費用として処理し、特定収入仮払消 

費税額については長期前受金と相殺している。 

 

２ キャッシュ・フロー計算書に関する注記 

（１）重要な非資金取引 

ア ファイナンス・リース取引による資産の取得 

当年度、新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額 

は、それぞれ次のとおりである。 

建物          １６，４４５，５０１円 

  リース資産       ７６，１６９，４９６円 

リース債務      １０１，９４８，４１７円 

イ 受贈財産の受入れによる資産の取得 

当年度、新たに計上した受贈財産の受入れによる資産の取得額は次のとおり 

である。 

構築物        ２７６，８３１，６００円 

  機械及び装置       ２，９９９，９２２円 

  工具器具及び備品       １１４，５４７円 

 

３ 貸借対照表に関する注記 

（１）企業債の償還に係る一般会計の負担 

 貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して 



 １年以内に償還予定のものも含む。 ）のうち、一般会計が負担すると見込まれる 

額は１２１，４４２，３２６，０００円である。 

（２）ファイナンス・リース取引に係るリース債務 

リース債務は、消費税及び地方消費税相当額を含んでいる。 

 

４ セグメント情報に関する注記 

 川崎市下水道事業会計は、公共下水道事業のみを運営しており、事業全体をもっ 

て単一セグメントとしているため、セグメント情報の記載は省略している。 

 

５ その他の注記 

（１）長期継続契約に係るリース債務 

 通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債務 

 のうち、地方自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約に係るものは次のとお 

りである。 

短期リース債務   １２１，０８９，２００円 

長期リース債務   １９３，４８１，０４６円 

（２）貸倒引当金の目的使用による取り崩し 

当年度において、債権の貸倒れによる損失として１５，６０１，４５２円を処 

理するため、貸倒引当金１５，６０１，４５２円を取り崩している。 

（３）退職給付引当金の目的使用による取り崩し 

 当年度において、職員の退職手当として１１１，６４８，０００円を支給する 

ため、退職給付引当金８９，９８８，２８８円を取り崩し、一般会計から雨水処 

理負担金として２１，６５９，７１２円を繰り入れている。 

（４）賞与引当金の目的使用による取り崩し 

当年度において、職員の期末・勤勉手当及び期末・勤勉手当の支給に係る法定 

福利費として１，００５，９０２，６５９円を支給（支払）するため、賞与引当 

金３２２，１５７，９８２円を取り崩している。 


